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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため該当事項はありません。 

  

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日 

売上高 (百万円) 14,278 14,784 16,302 28,166 28,977 

経常利益 (百万円) 990 703 902 1,662 1,366

中間(当期)純利益 (百万円) 409 372 447 755 698

純資産額 (百万円) 17,213 17,904 18,420 17,697 18,164

総資産額 (百万円) 39,787 37,937 38,946 30,377 30,015

１株当たり純資産額 (円) 1,216.29 1,259.27 1,295.60 1,248.99 1,277.83

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 28.90 26.35 31.61 51.78 49.35

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.3 47.0 47.1 58.3 60.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 7,355 7,861 9,359 △ 1,854 △ 601 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 221 △ 269 △ 1,157 591 △ 398

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 220 △ 277 △ 327 △ 22 △ 328

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 17,510 16,182 15,456 8,875 7,576

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
1,074 
(411)

1,135 
(413)

1,317 
(407)

1,094 
(430)

1,239 
(409)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、潜在株式がないため該当事項はありません。 

  

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日 

売上高 (百万円) 13,612 14,021 14,881 27,083 27,406 

経常利益 (百万円) 975 669 848 1,628 1,383 

中間(当期)純利益 (百万円) 400 361 423 742 733 

資本金 (百万円) 3,025 3,025 3,025 3,025 3,025

発行済株式総数 (株) 14,159,086 14,159,086 14,159,086 14,159,086 14,159,086

純資産額 (百万円) 17,100 17,691 18,245 17,580 18,018

総資産額 (百万円) 39,355 37,254 37,129 29,569 28,926

１株当たり純資産額 (円) 1,208.36 1,250.20 1,289.44 1,240.72 1,273.35

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 28.32 25.55 29.94 50.85 51.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 16.00 16.00

自己資本比率 (％) 43.5 47.5 49.1 59.5 62.3

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
1,022 
(411)

1,076 
(413)

1,146 
(407)

1,036 
(430)

1,083 
(409)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者(パートおよびアルバイト)数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者(パートおよびアルバイト)数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社には、労働組合が以下のとおり組織されております。 

① 組合名    建設技研労働組合 

② 所属上部団体 全国建設関連産業労働組合連合会 

③ 組合員数   702人（平成19年６月30日現在） 

④ その他    特記すべき事項はなく、労使関係は相互信頼により安定的に維持されております。 

  

従業員数(人) 1,317(407) 

従業員数(人) 1,146(407) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加など、回復基調で推移しました。 

当社グループの属する建設コンサルタント産業では、国、自治体の厳しい予算状況を反映して公共投資は総じて低調に推移し

ましたが、一方で、平成17年４月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が施行されたことに代表される、価格競争から

技術競争への転換が進展しました。この転換により、企業と技術者が技術力により適正に評価されることになり、当社にとって

は明るい展望が見えてきました。 

このような状況下にあって当社グループは、大幅に増加するプロポーザル方式（技術力による選定方式）による発注に対応す

るため、技術者の増員、東日本、西日本ブロック内でのさらなる機動力強化のための組織体制の強化と人員の効率的配置を進め

ました。また、新規市場開拓のため、国際部門の充実を図りました。 

この結果、当中間連結会計期間における当社グループ全体の受注高は15,348百万円と前年同期比9.6％増、完成業務収入

16,302百万円と前年同期比10.3％増、経常利益は902百万円と前年同期比28.2％増、中間純利益は447百万円と前年同期比19.9％

増となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、7,880百万円増加

し、当中間連結会計期間末には15,456百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、9,359百万円（前年同期比19.1％増）となりました。 

これは主に、業務受託料の収入にともなう未成業務受入金の増加額9,246百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,157百万円（前年同期比329.3％増）となりました。 

これは主に、有価証券の取得による支出997百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は327百万円（前年同期比18.1％増）となりました。 

これは主に、配当金の支払226百万円および短期借入金の純減少額100百万円によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの事業は、建設コンサルタントならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、当該事業以外に事業の

種類がないため、単一のセグメントで表示しております。 

(1) 生産実績 
  

(注) 当社の業務は、業務の性格上生産として把握することが困難であるため、販売実績を記載しております。 

  

(2) 受注状況 
  

(注) 金額は、販売価額によっております。 

  

(3) 販売実績 

1) 販売実績 

  

(注) 金額は、販売価額によっております。 

  

2) 主要顧客別販売実績 

当中間連結会計期間のうち、総販売実績に対する割合が10％以上の販売先は次のとおりであります。 

  

  

区分 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

建設コンサルタント 16,302 10.3 

合計 16,302 10.3 

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

建設コンサルタント 15,348 9.6 27,125 6.5 

合計 15,348 9.6 27,125 6.5 

区分 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

建設コンサルタント 16,302 10.3 

合計 16,302 10.3 

販売先 

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

国 5,692 38.5 6,341 38.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、国内および海外において事業を展開しており、これに必要な研究開発をすすめております。 

具体的な投資は、新分野および新ニーズ（戦略的研究、事業化研究）と調査研究に分かれております。 

当中間連結会計期間において、総額226百万円を投入し、主に以下のテーマの研究開発を進めております。 

① 戦略的研究 

・マネジメントビジネスの研究開発 

・国土文化研究（自治体インフラ環境会計モデル開発、コミュニケーション技術、ヒートアイランド、ユビキタ

ス、マイクロバブル、柔構造、新エネルギー・省エネルギー、景観・広報技術、公共政策） 

② 事業化研究（アセットマネジメント、国際ビジネス、地域マネジメント、ダム事業の総合化、環境システム、

水システム） 

③ 調査研究（津波・高潮被害想定、衛星を利用したデータ伝送サービス、トンネル境界領域、エコロード技術、

情報化投資のコスト削減手法、有明海環境再生、次世代道路交通システム、道路リスク） 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 14,159,086 14,159,086
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 14,159,086 14,159,086     

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 
平成19年１月１日～ 
平成19年６月30日 

― 14,159,086 ― 3,025 ― 4,122



(5) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 (注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のすべておよび日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）の所有株式のうち260千株は、信託業務に係る株式であります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

建設技術研究所従業員持株会 東京都中央区日本橋浜町３－21－１  1,710 12.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３    930 6.6

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11    523 3.7

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１  464 3.3

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー505019 

AIB INTERNATIONAL CENTRE 

P.O.BOX 518 IFSC DUBLIN,IRELAND 
383 2.7

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５  

354 2.5（常任代理人 日本マスタートラスト信

託銀行株式会社） 
（東京都港区浜松町２丁目11番３号）

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24    

300 2.1（常任代理人 日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社） 
（東京都中央区晴海１丁目８番11号）

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６  269 1.9

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１  

269 1.9（常任代理人 資産管理サービス信託銀

行株式会社） 
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

シービーエヌワイディエフエイインター

ナショナルキャップバリューポートフォ

リオ 

1299 OCEAN AVENUE,11F, 

SANTA MONICA,CA 90401 USA 
211 1.5

（常任代理人 シテイバンク・エヌ・エ

イ東京支店） 

（東京都品川区東品川２丁目３番14

号） 

計 ― 5,418 38.3 



 (6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株(議決権の数54個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が83株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 8,800 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,101,900 141,019 ― 

単元未満株式 普通株式 48,386 ― ― 

発行済株式総数 14,159,086 ― ― 

総株主の議決権 ― 141,019 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社建設技術研究所 
東京都中央区日本橋浜町
３－21－１ 

8,800 ― 8,800 0.1

計 ― 8,800 ― 8,800 0.1



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 789 887 897 897 1,029 1,040 

最低(円) 740 775 814 845 891 816 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日)は、改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(自平成19年１月１日 至平成19年６月30日)は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(自平成19年１月１日 至平成19年６月30日)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30

日）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間財務諸表につい

ては、みすず監査法人の中間監査を受けております。また、当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年

６月30日）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）の中間財務諸表

については、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は、次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（自

平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間財務諸表 みすず監査法人 

当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（自

平成19年１月１日 至平成19年６月30日）の中間財務諸表 新日本監査法人 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ．流動資産                    

１．現金及び預金     12,573     10,147     5,264   

２．受取手形及び 
  完成業務未収入金     622     639     952   

３．有価証券     3,609     6,607     2,611   

４．未成業務支出金     9,121     9,781     9,468   

５．その他     832     725     801   

６．貸倒引当金     ―     △ 17     △ 8   

流動資産合計     26,759 70.5   27,884 71.6   19,090 63.6

Ⅱ．固定資産                    

(1) 有形固定資産                    

１．建物及び構築物   4,330     4,351     4,342     

減価償却累計額   1,933 2,396   2,066 2,285   2,004 2,337   

２．土地     4,581     4,581     4,581   

３．その他   995     1,004     1,010     

減価償却累計額   742 252   801 202   783 227   

有形固定資産合計     7,231 19.1   7,070 18.2   7,146 23.8

(2) 無形固定資産                    

１．のれん     ―     100     113   

２．その他     272     252     266   

無形固定資産合計     272 0.7   353 0.9   379 1.3

(3) 投資その他の資産                    

１．投資有価証券     1,047     1,233     1,108   

２．その他     2,625     2,411     2,296   

３．投資損失引当金     ―     △ 6     △ 6   

投資その他の資産 
合計     3,673 9.7   3,638 9.3   3,399 11.3

固定資産合計     11,178 29.5   11,062 28.4   10,925 36.4

資産合計     37,937 100.0   38,946 100.0   30,015 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ．流動負債                    

１．業務未払金     801     825     1,170   

２．短期借入金     350     200     300   

３．未払法人税等     256     294     264   

４．未成業務受入金     16,593     16,746     7,499   

５．賞与引当金     373     422     498   

６．役員賞与引当金     21     25     43   

７．業務損失引当金     57     70     125   

８．その他     843     1,207     1,195   

流動負債合計     19,297 50.9   19,792 50.8   11,097 37.0

Ⅱ．固定負債                     

１．退職給付引当金     360     372     395   

２．長期未払金     333     310     316   

３．その他     41     50     41   

固定負債合計     735 1.9   733 1.9   753 2.5

負債合計     20,032 52.8   20,525 52.7   11,851 39.5

                      

(純資産の部)                     

Ⅰ．株主資本                     

１．資本金     3,025 8.0   3,025 7.8   3,025 10.1

２．資本剰余金     4,122 10.9   4,122 10.6   4,122 13.7

３．利益剰余金     10,383 27.3   10,911 28.0   10,690 35.6

４．自己株式     △ 5 △ 0.0   △ 6 △ 0.0   △ 5 △ 0.0

株主資本合計     17,526 46.2   18,053 46.4   17,832 59.4

Ⅱ．評価・換算差額等                     

１．その他有価証券 
  評価差額金     293 0.8   279 0.7   249 0.8

評価・換算差額等 
合計     293 0.8   279 0.7   249 0.8

Ⅲ．少数株主持分     84 0.2   87 0.2   82 0.3

純資産合計     17,904 47.2   18,420 47.3   18,164 60.5

負債・純資産合計     37,937 100.0   38,946 100.0   30,015 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ．売上高                    

完成業務収入     14,784 100.0   16,302 100.0   28,977 100.0

Ⅱ．売上原価                     

完成業務原価     11,336 76.7   12,428 76.2   21,750 75.1

売上総利益     3,448 23.3   3,873 23.8   7,226 24.9

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※１   2,777 18.8   3,026 18.6   5,918 20.4

営業利益     670 4.5   847 5.2   1,308 4.5

Ⅳ．営業外収益                     

１．受取利息   8     12     19     

２．受取配当金   6     11     9     

３．受取家賃収入   15     20     32     

４．為替差益   ―     7     3     

５．その他   16 47 0.3 10 62 0.3 34 100 0.3

Ⅴ．営業外費用                     

１．支払利息   1     1     3     

２．為替差損   6     ―     ―     

３．保険積立金解約損   0     ―     9     

４．その他   5 14 0.1 5 7 0.0 29 41 0.1

経常利益     703 4.7   902 5.5   1,366 4.7

Ⅵ．特別損失                    

１．固定資産処分損 ※２ 0     0     0    

２．事業所移転費用   ―     10     2    

３．その他   ― 0 0.0 ― 11 0.1 9 13 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益     703 4.7   891 5.4   1,353 4.7

法人税、住民税 
及び事業税   224     262     556    

法人税等調整額   98 323 2.2 174 436 2.7 94 651 2.3

少数株主利益     6 0.0   6 0.0   3 0.0

中間(当期)純利益     372 2.5   447 2.7   698 2.4

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

 

  

前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 
少数 

株主持分 
純資産

合計 資本金 
資本 

剰余金 
利益

剰余金 
自己株式

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 3,025 4,122 10,259 △ 5 17,402 294 294 80 17,777 

中間連結会計期間中の変動額                   

剰余金の配当（百万円） ― ― △ 226 ― △ 226 ― ― ― △ 226 

役員賞与金（百万円） ― ― △ 22 ― △ 22 ― ― ― △ 22 

中間純利益（百万円） ― ― 372 ― 372 ― ― ― 372 

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △ 0 △ 0 ― ― ― △ 0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額)(百万円) ― ― ― ― ― △ 0 △ 0 4 3 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 124 △ 0 123 △ 0 △ 0 4 127 

平成18年６月30日残高(百万円) 3,025 4,122 10,383 △ 5 17,526 293 293 84 17,904 

  

株主資本 評価・換算差額等 
少数 

株主持分 
純資産

合計 資本金 
資本 

剰余金 
利益

剰余金 
自己株式

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計 

平成18年12月31日残高(百万円) 3,025 4,122 10,690 △ 5 17,832 249 249 82 18,164 

中間連結会計期間中の変動額                   

剰余金の配当（百万円） ― ― △ 226 ― △ 226 ― ― ― △ 226 

中間純利益（百万円） ― ― 447 ― 447 ― ― ― 447 

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △ 0 △ 0 ― ― ― △ 0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額)(百万円) ― ― ― ― ― 30 30 5 35 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 220 △ 0 220 30 30 5 256 

平成19年６月30日残高(百万円) 3,025 4,122 10,911 △ 6 18,053 279 279 87 18,420 

  

株主資本 評価・換算差額等 
少数 

株主持分 
純資産

合計 資本金 
資本 

剰余金 
利益

剰余金 
自己株式

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 3,025 4,122 10,259 △ 5 17,402 294 294 80 17,777

連結会計年度中の変動額                  

剰余金の配当（百万円） ― ― △ 226 ― △ 226 ― ― ― △ 226

役員賞与金（百万円） ― ― △ 22 ― △ 22 ― ― ― △ 22

当期純利益（百万円） ― ― 698 ― 698 ― ― ― 698

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △ 0 △ 0 ― ― ― △ 0

 連結子会社の増加に 
ともなう減少（百万円） ― ― △ 19 ― △ 19 ― ― ― △ 19

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額(純額)(百万円) ― ― ― ― ― △ 45 △ 45 2 △ 42

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 430 △ 0 430 △ 45 △ 45 2 387

平成18年12月31日残高(百万円) 3,025 4,122 10,690 △ 5 17,832 249 249 82 18,164



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ．営業活動による 

キャッシュ・フロー 
        

税金等調整前 

中間(当期)純利益 
  703 891 1,353 

減価償却費   153 145 320 

のれん償却費   ― 12 12 

貸倒引当金の増加額   ― 8 8 

退職給付引当金の減少額   △ 196 △ 23 △ 161 

役員退職慰労引当金の 

減少額 
  △ 366 ― △ 366 

賞与引当金の増加額または

減少額(△) 
  △ 87 △ 75 35 

役員賞与引当金の増加額 

または減少額(△) 
  21 △ 18 43 

業務損失引当金の増加額 

または減少額(△) 
  57 △ 54 125 

投資損失引当金の増加額   ― ― 6 

長期未払金の増加額または

減少額(△) 
  333 △ 6 316 

受取利息及び受取配当金   △ 15 △ 23 △ 29 

支払利息   1 1 3 

固定資産処分損   0 0 0 

売上債権の減少額または 

増加額(△) 
  221 313 △ 105 

未成業務支出金の増加額   △ 446 △ 312 △ 520 

業務未払金の増加額または

減少額(△) 
  △ 201 △ 347 157 

未成業務受入金の増加額 

または減少額(△) 
  8,401 9,246 △ 902 

役員賞与の支払額   △ 22 ― △ 22 

その他   △ 399 △ 187 △ 270 

小計   8,158 9,570 6 

利息及び配当金の受取額   14 24 29 

利息の支払額   △ 1 △ 1 △ 2 

法人税等の支払額   △ 310 △ 232 △ 634 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  7,861 9,359 △ 601 



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ．投資活動による 

キャッシュ・フロー 
   

有価証券の取得による支出   ― △ 997 ― 

投資有価証券の取得による

支出 
  △102 △ 73 △ 247 

有形固定資産の取得による

支出 
  △ 24 △ 6 △ 53 

無形固定資産の取得による

支出 
  △ 25 △ 38 △ 59 

その他   △ 117 △ 40 △ 38 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  △ 269 △ 1,157 △ 398 

Ⅲ．財務活動による 

キャッシュ・フロー 
        

短期借入金の純減少額   △ 50 △ 100 △ 100 

自己株式の取得による支出   △ 0 △ 0 △ 0 

配当金の支払額   △ 225 △ 226 △ 226 

少数株主への配当金支払額   △ 1 △ 1 △ 1 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  △ 277 △ 327 △ 328 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る 

換算差額 
  △ 7 6 △ 6 

Ⅴ．現金及び現金同等物の 

増加額または減少額(△) 
  7,306 7,880 △ 1,334 

Ⅵ．現金及び現金同等物の 

期首残高 
  8,875 7,576 8,875 

Ⅶ．連結子会社の増加にともなう 

現金および現金同等物の増加額 
  ― ― 35 

Ⅷ．現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
  16,182 15,456 7,576 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

株式会社建設技研イ

ンターナショナル 

(1) 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

株式会社建設技研イ

ンターナショナル 

福岡土地区画整理株

式会社 

  

(1) 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

株式会社建設技研イ

ンターナショナル 

福岡土地区画整理株

式会社 

（財団法人福岡土地

区画整理協会の事業

の一部を平成18年６

月１日付で譲り受け

発足いたしました。

なお、重要性が増し

たことにより当連結

会計年度より連結の

範囲に含めておりま

す。） 

  (2) 主要な非連結子会社の

数 

８社 

非連結子会社の名称 

株式会社マネジメン

トテクノ 

株式会社建設技研地

質環境 

福岡土地区画整理株

式会社 

（財団法人福岡土地

区画整理協会の事業

の一部を平成18年６

月１日付で譲り受け

発 足 い た し ま し

た。） 

株式会社ＡＵＲＡエ

ンジニアリング 

株式会社ＣＴＩアカ

デミー 

株式会社ＣＴＩウイ

ング 

株式会社シーティー

アイグランドプラニ

ング 

株式会社シーティー

アイメイツ福岡 

(2) 主要な非連結子会社の

数 

８社 

非連結子会社の名称 

株式会社マネジメント

テクノ 

株式会社建設技研地質

環境 

株式会社ＡＵＲＡエン

ジニアリング 

株式会社ＣＴＩアカデ

ミー 

株式会社新土木開発 

株式会社ＣＴＩウイン

グ 

株式会社シーティーア

イグランドプラニング

株式会社シーティー

アイメイツ福岡 

（株式会社建設技研

地質環境および株式

会社シーティーアイ

メイツ福岡は、平成

19年６月29日に解散

しました。） 

(2) 主要な非連結子会社の

数 

８社 

非連結子会社の名称 

株式会社マネジメント

テクノ 

株式会社建設技研地質

環境 

株式会社ＡＵＲＡエン

ジニアリング 

株式会社ＣＴＩアカデ

ミー 

株式会社新土木開発 

株式会社ＣＴＩウイン

グ 

株式会社シーティーア

イグランドプラニング

株式会社シーティー

アイメイツ福岡 

  



  

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

  (3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

非連結子会社は、いず

れも小規模であり、総資

産、売上高、中間純損益

および利益剰余金等はい

ずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

同      左 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

非連結子会社は、いず

れも小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益

および利益剰余金等はい

ずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

２．持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数 

持分法を適用している

非連結子会社はありませ

ん。 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数 

同      左 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数 

同      左 

  (2) 持分法を適用していな

い主要な非連結子会社 

株式会社マネジメント

テクノ、株式会社建設技

研地質環境、福岡土地区

画整理株式会社、株式会

社ＡＵＲＡエンジニアリ

ング、株式会社ＣＴＩア

カデミー、株式会社ＣＴ

Ｉウイング、株式会社シ

ーティーアイグランドプ

ラニングおよび株式会社

シーティーアイメイツ福

岡は、それぞれ中間純損

益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体として重

要性がないため、持分法

の適用範囲から除外して

おります。 

(2) 持分法を適用していな

い主要な非連結子会社 

株式会社マネジメント

テクノ、株式会社建設技

研地質環境、株式会社Ａ

ＵＲＡエンジニアリン

グ、株式会社ＣＴＩアカ

デミー、株式会社新土木

開発、株式会社ＣＴＩウ

イング、株式会社シーテ

ィーアイグランドプラニ

ングおよび株式会社シー

ティーアイメイツ福岡

（株式会社建設技研地質

環境および株式会社シー

ティーアイメイツ福岡

は、平成19年６月29日に

解散しました。）は、そ

れぞれ中間純損益および

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体として重要性がない

ため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

(2) 持分法を適用していな

い主要な非連結子会社 

株式会社マネジメント

テクノ、株式会社建設技

研地質環境、株式会社Ａ

ＵＲＡエンジニアリン

グ、株式会社ＣＴＩアカ

デミー、株式会社新土木

開発、株式会社ＣＴＩウ

イング、株式会社シーテ

ィーアイグランドプラニ

ングおよび株式会社シー

ティーアイメイツ福岡

は、それぞれ連結純損益

および利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体として重要性

がないため、持分法の適

用範囲から除外しており

ます。 

３．連結子会社の中間

決算日等（事業年

度等）に関する事

項 

連結子会社の中間会計期

間の末日は、中間連結決算

日と一致しております。 

同      左 連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致

しております。 



  

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

４．会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

  

  

 1) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの……

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

・時価のないもの……

移動平均法による原

価法 

  

  

 1) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの…… 

同      左 

  

  

  

  

  

  

・時価のないもの…… 

同      左 

  

  

1) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの……

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  

・時価のないもの……

移動平均法による原

価法 

   2) たな卸資産 

未成業務支出金……個

別法による原価法 

 2) たな卸資産 

同      左 

 2) たな卸資産 

同      左 

(2) 重要な固定資産

の減価償却の方

法 

 1) 有形固定資産 

定率法。ただし、平成

10年４月１日以後に取得

した建物(建物附属設備

を除く。)については、

定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物………15年～50年 

 1) 有形固定資産 

① 建物（建物附属設

備を除く） 

・平成10年3月31日

以前に取得したも

の 

……旧定率法 

・平成10年4月1日か

ら平成19年3月31

日までに取得した

もの 

……旧定額法 

・平成19年4月1日以

降に取得したもの 

……定額法 

② 建物以外 

・平成19年3月31日

以前に取得したも

の 

……旧定率法 

・平成19年4月1日以

降に取得したもの 

……定率法 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物………15年～50年 

 1) 有形固定資産 

定率法。ただし、平成

10年４月１日以後に取得

した建物(建物附属設備

を除く。)については、

定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物………15年～50年 

   2) 無形固定資産 

定額法。ただし、自社

利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。 

 2) 無形固定資産 

同      左 

 2) 無形固定資産 

同      左 



  

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

 (3) 重要な引当金

の計上基準 

 1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上することとしておりま

す。 

 1) 貸倒引当金 

同      左 

 1) 貸倒引当金 

同      左 

  2) 投資損失引当金 

――――――――― 

2) 投資損失引当金 

関係会社株式につい

て、将来発生する可能性

のある損失に備えるた

め、純資産価額等を勘案

して、必要と認められる

金額を計上しておりま

す。 

2) 投資損失引当金 

同      左 

   3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。 

 3) 賞与引当金 

同      左 

 3) 賞与引当金 

同      左 

   4) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

 4) 役員賞与引当金 

同      左 

4) 役員賞与引当金 

同      左 

   5) 業務損失引当金 

受注業務に係る将来の

損失に備えるため、当中

間連結会計期間末におい

て見込まれる未成業務の

損失額を計上しておりま

す。 

 5) 業務損失引当金 

同      左 

5) 業務損失引当金 

受注業務に係る将来の

損失に備えるため、当連

結会計年度末において見

込まれる未成業務の損失

額を計上しております。 

   6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務および年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

なお、当社は退職給付

信託を設定しておりま

す。 

 6) 退職給付引当金 

同      左 

 6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務および年金資産の見込

額に基づき計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理するこ

ととしております。 

なお、当社は退職給付

信託を設定しておりま

す。 



  

  

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

(4) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同      左 同      左 

(5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための基本と

なる重要な事項 

1) 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用してお

ります。 

1) 消費税等の会計処理 

同      左 

1) 消費税等の会計処理 

同      左 

５．のれんの償却に関

する事項 

―――――――――― のれんの償却について

は、定額法により５年間で

規則的に償却しておりま

す。 

同      左 

６．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引出可能な

預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

同      左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引出可能な預金

および容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

これによる当中間連結会計期間

の損益に与える影響はありませ

ん。 

２．役員賞与に関する会計基準 

役員賞与については、従来利益

処分案により株主総会の決議を経

て未処分利益の減少として処理し

ておりましたが、当中間連結会計

期間より「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委員会企業

会計基準第４号 平成17年11月29

日）に基づき、発生時に費用処理

しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費の役員賞与引当金繰入額が21百

万円増加し、営業利益、経常利益

および税金等調整前中間純利益は

それぞれ21百万円減少しておりま

す。 

３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月9日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は17,819百万円でありま

す。 

なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

１．減価償却方法の変更 

法人税法の改正((所得税法等の

一部改正する法律 平成19年3月30

日法律第6号）および(法人税法施

行令の一部を改正する政令 平成

19年3月30日 政令第83号））にと

もない、平成19年4月1日以降に取

得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更して

おります。 

これによる当中間連結会計期間

の損益に与える影響は軽微であり

ます。 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）および

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年 10月 31

日））を適用しております。これ

による当連結会計年度の損益に与

える影響はありません。 

２．役員賞与に関する会計基準 

役員賞与については、従来利益

処分案により株主総会の決議を経

て未処分利益の減少として処理し

ておりましたが、当連結会計年度

より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）に基づき、発生時

に費用処理しております。この結

果、販売費及び一般管理費の役員

賞与引当金繰入額が43百万円増加

し、営業利益、経常利益および税

金等調整前当期純利益がそれぞれ

43百万円減少しております。 

３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当連結会計年度より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。なお、従来の資本の部の合計

に相当する金額は、18,082百万円

であります。また、連結財務諸表

規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しており

ます。 

４．企業結合に係る会計基準等 

当連結会計年度より「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）および

「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号

平成17年12月27日）に準じた方法

で会計処理を行っております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 



  

次へ 

１．業務損失引当金の設定 

当社は受注業務に係る損失につ

き、金額的重要性が増してきたた

め、当中間連結会計期間末より必

要と見積られる金額につき引当計

上することにいたしました。 

この結果、売上原価が57百万円

増加し、営業利益、経常利益およ

び税金等調整前中間純利益が57百

万円減少しております。 

２．役員退職慰労金制度の廃止 

当社および連結子会社は、従

来、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上し

ておりましたが、当社の平成18年２

月23日開催の取締役会および連結子

会社の平成18年２月22日開催の取締

役会において、役員退職慰労金制度

を廃止することを決議し、また、当

社の平成18年３月28日開催の定時株

主総会および連結子会社の平成18年

３月24日の定時株主総会において、

同株主総会終結時までの在任期間に

対応する役員退職慰労金贈呈の時期

は各役員の退任時とすることを含む

決議をしております。 

これにより、役員退職慰労金に

係る内規を廃止し、当中間連結会計

期間より役員退職慰労引当金は全額

取崩して「長期未払金」に振り替

え、固定負債に表示しております。 

―――――――――――――― １．業務損失引当金の設定 

当社および連結子会社は、受注

業務に係る損失につき、金額的重

要性が増してきたため、当連結会

計年度末より必要と見積られる金

額につき引当計上することにいた

しました。この結果、売上原価が

125百万円増加し、営業利益、経常

利益および税金等調整前当期純利

益が125百万円減少しております。 

２．役員退職慰労金制度の廃止 

当社および連結子会社である株

式会社建設技研インターナショナ

ルは、従来、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上しておりましたが、

当社の平成18年２月23日開催の取

締役会および連結子会社である株

式会社建設技研インターナショナ

ルの平成18年２月22日開催の取締

役会において、役員退職慰労金制

度を廃止することを決議し、ま

た、当社の平成18年３月29日開催

の定時株主総会および連結子会社

である株式会社建設技研インター

ナショナルの平成18年３月24日開

催の定時株主総会において、同株

主総会終結時までの在任期間に対

応する役員退職慰労金贈呈の時期

は各役員の退任時とすることを含

む決議をしております。これによ

り、役員退職慰労金に係る内規を

廃止し、当連結会計年度より役員

退職慰労引当金は全額取崩して

「長期未払金」に振り替え、固定

負債に表示しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年12月31日) 

 １．保証債務 

当社グループ従業員の銀行か

らの借入に対して109百万円の債

務保証を行っております。 

 １．保証債務 

当社グループ従業員の銀行か

らの借入に対して106百万円の債

務保証を行っております。 

 １．保証債務 

当社グループ従業員の銀行か

らの借入に対して107百万円の債

務保証を行っております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

給与手当 995百万円

賞与 111百万円

賞与引当金 
繰入額 

93百万円

役員賞与 
引当金繰入額 

21百万円

退職金 9百万円

退職給付費用 84百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

15百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

給与手当 1,081百万円

賞与 117百万円

賞与引当金
繰入額 

105百万円

役員賞与
引当金繰入額 

25百万円

退職金 0百万円

退職給付費用 66百万円

貸倒引当金
繰入額 

8百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

給与手当 2,103百万円

賞与 331百万円

賞与引当金
繰入額 

135百万円

役員賞与
引当金繰入額 

43百万円

退職金 9百万円

退職給付費用 166百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

15百万円

研究調査費 560百万円

貸倒引当金
繰入額 

8百万円

※２ 固定資産処分損の内訳  

  
固定資産 
除却損 

(百万円) 

合計 
(百万円) 

有形固定資産 
その他 

0 0

合計 0 0

※２ 固定資産処分損の内訳  

  
固定資産
除却損 

(百万円) 

合計
(百万円) 

有形固定資産 
建 物 及 び 
構 築 物 

0 0

有形固定資産 
その他 

0 0

合計 0 0

※２ 固定資産処分損の内訳 
固定資産 
除却損 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

有形固定資産
その他

0 0 

合計 0 0 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．発行済株式の種類および総数な

らびに自己株式の種類および株

式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式増加250株

は、単元未満株式の取得によ

る増加であります。 

種別 

前連結 
会計 

年度末 
株式数 

当 中

間 連

結 会

計 期

間 増

加 株

式 数

当 中

間 連

結 会

計 期

間 減

少 株

式 数

当中間 
連結会計 
期間末 
株式数 

摘要 

  (株) (株) (株) (株)  

発行済
株 式

普通
株式

14,159,086 ― ―14,159,086  

合 計 14,159,086 ― ―14,159,086  

自 己
株 式

普通
株式

7,914 250 ― 8,164 (注) 

合 計 7,914 250 ― 8,164   

１．発行済株式の種類および総数な

らびに自己株式の種類および株

式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式増加448

株は、単元未満株式の取得に

よる増加であります。 

種別 

前連結 
会計 
年度末 
株式数 

当 中

間 連

結 会

計 期

間 増

加 株

式 数

当 中

間 連

結 会

計 期

間 減

少 株

式 数

当中間

連結会計

期間末 
株式数 

摘要

  (株) (株) (株) (株)  

発行済
株 式

普通
株式

14,159,086 ― ―14,159,086  

合 計 14,159,086 ― ―14,159,086  

自 己
株 式

普通
株式

8,435 448 ― 8,883 (注)

合 計 8,435 448 ― 8,883  

１．発行済株式の種類および総数な

らびに自己株式の種類および株

式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式増加521

株は、単元未満株式の取得に

よる増加であります。 

  

種別

前連結

会計 
年度末 
株式数 

増 加

株 式

数 

減 少

株 式

数 

当連結会計 
年度末 
株式数 

摘要

  (株) (株) (株) (株)  

発行済
株 式

普通
株式

14,159,086 ― ―14,159,086  

合 計 14,159,086 ― ―14,159,086  

自 己
株 式

普通
株式

7,914 521 ― 8,435 (注)

合 計 7,914 521 ― 8,435  

２．新株予約権および自己新株予約

権に関する事項 

該当事項はありません。 

２．新株予約権および自己新株予約

権に関する事項 

該当事項はありません。 

２．新株予約権および自己新株予約

権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金の支払 

（２）基準日が当中間連結会計期間

に属する配当のうち、配当の

効力発生日が中間連結会計期

間後となるもの 

該当事項はありません。 

決議 
株式の

種 類

配 当 金

総 額

  
( 百 万

円) 

1 株

当 た り

配 当 金

(円) 

基

準

日 

効

力 
発

生

日 
平成18年
３月29日
定 時
株主総会

普 通
株 式

226 16

平 成 
1 7年 
1 2月 
3 1日 

平 成 
1 8年 
３ 月 
3 0日 

３．配当に関する事項 

（１）配当金の支払 

（２）基準日が当中間連結会計期間

に属する配当のうち、配当の

効力発生日が中間連結会計期

間後となるもの 

該当事項はありません。 

決議 
株式の

種 類

配 当 金

総 額

  
( 百 万

円) 

1 株

当 た り

配 当 金

(円) 

基

準

日 

効

力 
発

生

日 
平成19年
３月28日
定 時
株主総会

普 通
株 式

226 16

平 成
1 8年
1 2月
3 1日

平 成
1 9年
３ 月
2 9日

３．配当に関する事項 

（１）配当金の支払 

（２）基準日が当連結会計年度に属

する配当のうち、配当の効力

発生日が連結会計年度後とな

るもの 

決議
株式の

種 類

配 当 金

総 額

  
( 百 万

円) 

1 株

当 た り

配 当 金

(円) 

基

準

日 

効

力 
発

生

日 
平成18年
３月29日
定 時
株主総会

普 通
株 式

226 16

平 成 
1 7年 
1 2月 
3 1日 

平 成
1 8年
３ 月
3 0日

決議

株 式

の 
種 類

配 当

原 資

配 当

金 総

額(百

万円)

１ 株

当 た

り 配

当 金

(円)

基

準

日 

効

力 
発

生

日 
平 成 1 9
年 ３ 月
2 8 日 定
時 
株 主 総
会 

普 通
株 式

利 益
剰 余
金 

226 16

平 成 
1 8年 
1 2月 
3 1日 

平成
19年
３月
29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額の関係 

(平成18年６月30日現在) 
現金及び預金 
勘定 

12,573百万円

有価証券勘定 3,609百万円

合計 16,182百万円

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額の関係 

(平成19年６月30日現在) 
現金及び預金
勘定 

10,147百万円

有価証券勘定 6,607百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△ 300百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
利付国債 

△ 997百万円

合計 15,456百万円

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額の関係 

(平成18年12月31日現在) 
現金及び預金
勘定 

5,264百万円

有価証券勘定 2,611百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△ 300百万円

合計 7,576百万円



(リース取引関係) 
  

  
前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額および中間期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

有  形 
固定資産 

その他 
121 54 67

無  形 
固定資産 

その他 
2 0 1

合計 123 54 69

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

有  形 
固定資産 

その他 
141 72 68

無  形 
固定資産 

その他 
15 5 9

合計 156 77 78

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  

 
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 

相当額 
(百万円)

有  形
固定資産 

その他
161 69 91

無  形
固定資産 

その他
15 3 11

合計 176 73 103

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 33百万円

１年超 36百万円

合計 70百万円

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 43百万円

１年超 36百万円

合計 80百万円

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 46百万円

１年超 57百万円

合計 104百万円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損

損失 

支払リース料 20百万円

減価償却費 
相当額 

18百万円

支払利息 
相当額 

1百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 26百万円

減価償却費
相当額 

24百万円

支払利息 
相当額 

1百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 46百万円

減価償却費
相当額 

43百万円

支払利息
相当額 

2百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

５．支払利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期の配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

５．支払利息相当額の算定方法 

同      左 

５．支払利息相当額の算定方法 

同      左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

―――――――――――――― 

（減損損失について） 

―――――――――――――― 



(有価証券関係) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前へ     

項目 

前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年12月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円)

中間連結

貸借対照表

計上額 
(百万円) 

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円)

(1) 株式 259 753 494 549 1,020 470 476 896 420

(2) 債券         

国債・地方 
債等 

1,000 1,000 ― 2,995 2,996 0 ― ― ―

社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,259 1,753 494 3,545 4,016 471 476 896 420

項目 

前中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年12月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

その他有価証券       

非上場株式 41 41 40 

マネー・マネジメント・ファンド 702 702 703 

中期国債ファンド 705 707 706 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 700 700 700 

その他 500 1,500 500 



(セグメント情報) 

前中間連結会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年１月１日

至平成19年６月30日)および前連結会計年度(自平成18年１月１日 至平成18年12月31日) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社グループの事業は、建設コンサルタントならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、当該事業以外に

事業の種類がないため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がありませんので、該当事項はありま

せん。 

  

【海外売上高】 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

２ １株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,259.27円 １株当たり純資産額 1,295.60円 １株当たり純資産額 1,277.83円

１株当たり中間純利益 26.35円 １株当たり中間純利益 31.61円 １株当たり当期純利益 49.35円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、潜在株式がな

いため該当事項はありません。 

同      左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益につきましては、潜在株式がな

いため該当事項はありません。 

  
項目 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

純資産の部の合計額 17,904百万円 18,420百万円 18,164百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 84百万円 87百万円 82百万円 

（うち少数株主持分） 84百万円 87百万円 82百万円 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額 
17,819百万円 18,332百万円 18,082百万円 

中間期末（期末）の普通株式の数 14,150千株 14,150千株 14,150千株 

  
項目 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間連結損益計算書（連結損益計算

書）上の中間（当期）純利益 
372百万円 447百万円 698百万円 

普通株式に係る中間（当期）純利益 372百万円 447百万円 698百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数 14,151千株 14,150千株 14,150千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益の主な内訳 

― ― ― 

中間（当期）純利益調整額 ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主な内訳 

― ― ― 

普通株式増加数 ― ― ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ― ― 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

―――――――――――― ―――――――――――― ―――――――――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金   12,373   9,678   4,986   

２．完成業務未収入金   480   470   805   

３．有価証券   3,609   6,607   2,611   

４．未成業務支出金   8,858   8,596   8,333   

５．その他   792   804   1,367   

６．貸倒引当金   ―   △ 17   △ 8   

流動資産合計   26,114 70.1 26,140 70.4 18,094 62.6

Ⅱ．固定資産              

(1) 有形固定資産               

１．建物 ※１ 2,099   2,001   2,042   

２．土地   4,581   4,581   4,581   

３．その他 ※１ 538   466   499   

有形固定資産合計   7,220 19.4 7,049 19.0 7,124 24.6

(2) 無形固定資産               

１．ソフトウエア   230   203   215   

２．その他   41   41   41   

無形固定資産合計   271 0.7 244 0.7 257 0.9

(3) 投資その他の資産               

１．投資有価証券   794   1,060   936   

２．敷金・保証金   569   573   569   

３．その他   2,284   2,066   1,950   

４．投資損失引当金   ―   △ 6   △ 6   

投資その他の資産合計   3,648 9.8 3,694 9.9 3,451 11.9

固定資産合計   11,140 29.9 10,988 29.6 10,832 37.4

資産合計   37,254 100.0 37,129 100.0 28,926 100.0

    



  

  
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)              

Ⅰ．流動負債              

１．業務未払金   979   1,019   1,259   

２．短期借入金   200   ―   ―   

３．未払法人税等   251   292   263   

４．未成業務受入金   16,303   15,342   7,035   

５．賞与引当金   355   400   470   

６．役員賞与引当金   21   25   43   

７．業務損失引当金   57   66   85   

８．その他   791   1,108   1,115   

流動負債合計   18,960 50.9 18,256 49.2 10,273 35.5

Ⅱ．固定負債              

１．退職給付引当金   288   309   319   

２．長期未払金   273   266   273   

３．その他   41   50   41  

固定負債合計   602 1.6 626 1.7 634 2.2

負債合計   19,563 52.5 18,883 50.9 10,908 37.7

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)              

Ⅰ．株主資本              

１．資本金   3,025 8.1 3,025 8.1 3,025 10.5

２．資本剰余金              

(1) 資本準備金   4,122   4,122   4,122  

資本剰余金合計   4,122 11.1 4,122 11.1 4,122 14.2

３．利益剰余金              

(1) 利益準備金   176   176   176  

(2) その他利益剰余金              

別途積立金   8,700   8,700   8,700  

繰越利益剰余金   1,378   1,947   1,750  

利益剰余金合計   10,255 27.5 10,824 29.2 10,626 36.7

４．自己株式   △ 5 △ 0.0 △ 6 △ 0.0 △ 5 △ 0.0

株主資本合計   17,398 46.7 17,966 48.4 17,769 61.4

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券 
  評価差額金 

  293   279   249  

評価・換算差額等 
合計 

293 0.8 279 0.7 249 0.9

純資産合計   17,691 47.5 18,245 49.1 18,018 62.3

負債・純資産合計   37,254 100.0 37,129 100.0 28,926 100.0

               



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ．売上高   14,021 100.0 14,881 100.0 27,406 100.0

Ⅱ．売上原価   10,700 76.3 11,269 75.7 20,459 74.7

売上総利益   3,320 23.7 3,611 24.3 6,947 25.3

Ⅲ．販売費及び一般管理費   2,690 19.2 2,825 19.0 5,625 20.5

営業利益   629 4.5 786 5.3 1,321 4.8

Ⅳ．営業外収益 ※１ 48 0.4 65 0.4 99 0.3

Ⅴ．営業外費用 ※２ 8 0.1 3 0.0 37 0.1

経常利益   669 4.8 848 5.7 1,383 5.0

Ⅵ．特別損失   0 0.0 11 0.1 10 0.0

税引前中間(当期)純利益   668 4.8 837 5.6 1,372 5.0

法人税、住民税 
及び事業税 

220 1.6 259 1.8 547 2.0

法人税等調整額   86 0.6 154 1.0 92 0.3

中間(当期)純利益   361 2.6 423 2.8 733 2.7

    



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・ 
換算差額

等合計 
資本

準備金

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計 
別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成17年12月31日残高 

(百万円) 
3,025 4,122 4,122 176 8,300 1,665 10,142 △ 5 17,285 294 294 17,580

中間会計期間中の変動額                        

剰余金の配当(百万円) ― ― ― ― ― △ 226 △ 226 ― △ 226 ― ― △ 226

役員賞与金(百万円) ― ― ― ― ― △ 22 △ 22 ― △ 22 ― ― △ 22

別途積立金の積立 

（百万円） 
― ― ― ― 400 △ 400 ― ― ― ― ― ―

中間純利益(百万円) ― ― ― ― ― 361 361 ― 361 ― ― 361

自己株式の取得 

(百万円) 
― ― ― ― ― ― ― △ 0 △ 0 ― ― △ 0

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額(純額)(百万円) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― △ 0 △ 0 △ 0

中間会計期間中の 

変動額合計(百万円) 
― ― ― ― 400 △ 287 112 △ 0 112 △ 0 △ 0 111

平成18年６月30日残高 

(百万円) 
3,025 4,122 4,122 176 8,700 1,378 10,255 △ 5 17,398 293 293 17,691

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・ 
換算差額

等合計 
資本

準備金

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計 
別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高 

(百万円) 
3,025 4,122 4,122 176 8,700 1,750 10,626 △ 5 17,769 249 249 18,018

中間会計期間中の変動額                        

剰余金の配当(百万円) ― ― ― ― ― △ 226 △ 226 ― △ 226 ― ― △ 226

中間純利益(百万円) ― ― ― ― ― 423 423 ― 423 ― ― 423

自己株式の取得 
(百万円) 

― ― ― ― ― ― ― △ 0 △ 0 ― ― △ 0

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額(純額)(百万円) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 30 30 30

中間会計期間中の 

変動額合計(百万円) 
― ― ― ― ― 197 197 △ 0 196 30 30 227

平成19年６月30日残高 

(百万円) 
3,025 4,122 4,122 176 8,700 1,947 10,824 △ 6 17,966 279 279 18,245



前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・ 
換算差額

等合計 
資本

準備金

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計 
別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成17年12月31日残高 

(百万円) 
3,025 4,122 4,122 176 8,300 1,665 10,142 △ 5 17,285 294 294 17,580

事業年度中の変動額                        

剰余金の配当(百万円) ― ― ― ― ― △ 226 △ 226 ― △ 226 ― ― △ 226

役員賞与金(百万円) ― ― ― ― ― △ 22 △ 22 ― △ 22 ― ― △ 22

別途積立金の積立 

（百万円） 
― ― ― ― 400 △ 400 ― ― ― ― ― ―

当期純利益(百万円) ― ― ― ― ― 733 733 ― 733 ― ― 733

自己株式の取得 

(百万円) 
― ― ― ― ― ― ― △ 0 △ 0 ― ― △ 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 

(純額)(百万円) 
― ― ― ― ― ― ― ― ― △ 45 △ 45 △ 45

事業年度中の 

変動額合計(百万円) 
― ― ― ― 400 84 484 △ 0 483 △ 45 △ 45 438

平成18年12月31日残高 

(百万円) 
 3,025 4,122 4,122 176 8,700 1,750 10,626 △ 5 17,769 249 249 18,018



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連

会社株式 

移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連

会社株式 

同      左 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連

会社株式 

同      左 

  ② その他有価証券 

・時価のあるもの……

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

・時価のないもの……

移動平均法による原

価法 

② その他有価証券 

・時価のあるもの…… 

同      左 

  

  

  

  

  

  

・時価のないもの…… 

同      左 

② その他有価証券 

・時価のあるもの…… 

決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  

・時価のないもの…… 

同      左 

  (2) たな卸資産 

未成業務支出金……個

別法による原価法 

(2) たな卸資産 

同      左 

(2) たな卸資産 

同      左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法。ただし、平成

10年４月１日以後に取得

した建物(建物附属設備

を除く。)については、

定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物………15年～50年 

(1) 有形固定資産 

① 建物（建物附属設

備を除く） 

・平成10年3月31日以

前に取得したもの 

……旧定率法 

・平成10年4月1日か

ら平成19年3月31日

までに取得したも

の 

……旧定額法 

・平成19年4月1日以

降に取得したもの 

……定額法 

② 建物以外 

・平成19年3月31日

以前に取得したも

の 

……旧定率法 

・平成19年4月1日以

降に取得したもの 

……定率法 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物………15年～50年 

(1) 有形固定資産 
定率法。ただし、平成

10年４月１日以後に取得

した建物(建物附属設備

を除く。)については、

定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物………15年～50年 

  (2) 無形固定資産 

定額法。ただし、自社

利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同      左 
(2) 無形固定資産 

同      左 



  

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上するこ

ととしております。 

(1) 貸倒引当金 

同      左 

(1) 貸倒引当金 

同      左 

  (2) 投資損失引当金 

――――――――― 

(2) 投資損失引当金 

関係会社株式につい

て、将来発生する可能性

のある損失に備えるた

め、純資産価額等を勘案

して、必要と認められる

金額を計上しておりま

す。 

(2) 投資損失引当金 

同      左 

  (3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

同      左 

(3) 賞与引当金 

同      左 

  (4) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

(4) 役員賞与引当金 

同      左 

(4) 役員賞与引当金 

同      左 

  (5) 業務損失引当金 

受注業務に係る将来の

損失に備えるため、当中

間会計期間末において見

込まれる未成業務の損失

額を計上しております。 

(5) 業務損失引当金 

同      左 

(5) 業務損失引当金 

受注業務に係る将来の

損失に備えるため、当事

業年度末において見込ま

れる未成業務の損失額を

計上しております。 

  (6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

なお、当社は退職給付

信託を設定しておりま

す。 

(6) 退職給付引当金 

同      左 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

なお、当社は退職給付

信託を設定しておりま

す。 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

４．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

同      左 同      左 



  

もの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっております。 

５．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用してお

ります。なお、仮受消費

税等と仮払消費税等は相

殺し、流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。 

(1) 消費税等の会計処理 

同      左 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用してお

ります。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

これによる当中間会計期間の損

益に与える影響はありません。 

２．役員賞与に関する会計基準 

役員賞与については、従来利益

処分案により株主総会の決議を経

て未処分利益の減少として処理し

ておりましたが、当中間会計期間

より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）に基づき、発生時に費用処理

しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費の役員賞与引当金繰入額が21百

万円増加し、営業利益、経常利益

および税引前中間純利益はそれぞ

れ21百万円減少しております。 

３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月9日）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額と同額であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

１．減価償却方法の変更 

法人税法の改正((所得税法等の

一部改正する法律 平成19年3月

30日法律第6号）および(法人税法

施行令の一部を改正する政令 平

成19年3月30日 政令第83号））

にともない、平成19年4月1日以降

に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更

しております。 

これによる当中間会計期間の損

益に与える影響は軽微でありま

す。 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。 

これによる当事業年度の損益に

与える影響はありません。 

２．役員賞与に関する会計基準 

役員賞与については、従来利

益処分案により株主総会の決議を

経て未処分利益の減少として処理

しておりましたが、当事業年度よ

り「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）に基づき、発生時に費

用処理しております。 

この結果、販売費及び一般管

理費の役員賞与引当金繰入額が43

百万円増加し、営業利益、経常利

益および税引前当期純利益がそれ

ぞれ43百万円減少しております。 

３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当事業年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額と同額であります。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



追加情報 

  

  
  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．業務損失引当金の設定 

当社は受注業務に係る損失につ

き、金額的重要性が増してきたた

め、当中間会計期間末より必要と

見積られる金額につき引当計上す

ることにいたしました。この結

果、売上原価が57百万円増加し、

営業利益、経常利益および税引前

中間純利益が57百万円減少してお

ります。 

２．役員退職慰労金制度の廃止 

当社は従来、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上しておりました

が、平成18年２月23日開催の取締

役会において、役員退職慰労金制

度を廃止することを決議し、ま

た、平成18年３月28日開催の定時

株主総会において、同株主総会終

結時までの在任期間に対応する役

員退職慰労金贈呈の時期は各役員

の退任時とすることを含む決議を

しております。 

これにより、役員退職慰労金に

係る内規を廃止し、当中間会計期

間より役員退職慰労引当金は全額

取崩して「長期未払金」に振り替

え、固定負債に表示しておりま

す。 

―――――――――――――― １．業務損失引当金の設定 

当社は、受注業務に係る損失に

つき、金額的重要性が増してきた

ため、当事業年度末より必要と見

積られる金額につき引当計上する

ことにいたしました。 

この結果、売上原価が85百万円

増加し、営業利益、経常利益およ

び税引前当期純利益が85百万円減

少しております。 

２．役員退職慰労金制度の廃止 

当社は、従来、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しておりました

が、平成18年２月23日開催の取締

役会において、役員退職慰労金制

度を廃止することを決議し、ま

た、平成18年３月29日開催の定時

株主総会において、同株主総会終

結時までの在任期間に対応する役

員退職慰労金贈呈の時期は各役員

の退任時とすることを含む決議を

しております。 

これにより、役員退職慰労金に

係る内規を廃止し、当事業年度よ

り役員退職慰労引当金は全額取崩

して「長期未払金」に振り替え、

固定負債に表示しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年６月30日) 

前事業年度末 
(平成18年12月31日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

2,646百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

2,828百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

2,749百万円 

 ２．保証債務 

当社従業員の銀行からの借入

に対して106百万円、株式会社

建設技研インターナショナルの

銀行からの借入金、前払金返還

保証および従業員の銀行からの

借入に対して389百万円の債務

保証を行っております。 

 ２．保証債務 

当社従業員の銀行からの借入

に対して99百万円、株式会社建

設技研インターナショナルの従

業員の銀行からの借入に対して

6百万円、福岡土地区画整理株

式会社の業務履行保証保険契約

に対して5百万円の債務保証を

行っております。 

 ２．保証債務 

当社従業員の銀行からの借入

に対して99百万円、株式会社建

設技研インターナショナルの銀

行からの前払金返還保証及び従

業員の銀行からの借入に対して

342百万円の債務保証を行って

おります。 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１．営業外収益のうち主なもの 

受取利息 5百万円

※１．営業外収益のうち主なもの 

受取利息 11百万円

※１．営業外収益のうち主なもの 

受取利息 14百万円

※２．営業外費用のうち主なもの 

支払利息 0百万円

※２．営業外費用のうち主なもの 

―――――――――――― 

※２．営業外費用のうち主なもの 

支払利息 1百万円

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 102百万円

無形固定資産 44百万円

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 88百万円

無形固定資産 47百万円

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 206百万円

無形固定資産 93百万円

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

自己株式の種類および株式数に関す

る事項 

（注）普通株式の自己株式増加250株

は、単元未満株式の取得によ

る増加であります。 

種別 
前事業 
年度末 
株式数 

当中間

会計期

間増加

株式数 

当中間

会計期

間減少

株式数 

当中間 
会計 
期間末 
株式数 

摘要 

  (株) (株) (株) (株)  

自己 
株式 
普通 
株式 

7,914 250 ― 8,164 (注) 

合 計 7,914 250 ― 8,164   

自己株式の種類および株式数に関す

る事項 

（注）普通株式の自己株式増加448

株は、単元未満株式の取得に

よる増加であります。 

種別 
前事業 
年度末 
株式数 

当中間

会計期

間増加

株式数

当中間

会計期

間減少

株式数

当中間

会計 
期間末

株式数

摘要

  (株) (株) (株) (株)  

自己 
株式 
普通
株式

8,435 448 ― 8,883 (注)

合 計 8,435 448 ― 8,883  

自己株式の種類および株式数に関す

る事項 

（注）普通株式の自己株式増加521

株は、単元未満株式の取得に

よる増加であります。 

種別

前事業

年度末

株式数

当事業

年 度 
増 加 
株式数 

当事業

年 度 
減 少 
株式数 

当事業

年度末 
株式数 

摘要

  (株) (株) (株) (株)  

自己
株式 
普通
株式

7,914 521 ― 8,435 (注)

合 計 7,914 521 ― 8,435  



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額および中間期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

有  形 
固定資産 

その他 
121 54 67

無  形 
固定資産 

ソフト 
ウェア 

2 0 1

合計 123 54 69

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

有  形 
固定資産 

その他 
128 63 64

無  形 
固定資産 

ソフト 
ウェア 

11 2 8

合計 139 66 73

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  

 
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 

相当額 
(百万円)

有  形
固定資産 

その他
148 62 85

無  形
固定資産 

ソフト
ウェア

11 1 10

合計 159 63 96

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 33百万円

１年超 36百万円

合計 70百万円

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 39百万円

１年超 35百万円

合計 74百万円

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 43百万円

１年超 54百万円

合計 97百万円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損

損失 

支払リース料 20百万円

減価償却費 
相当額 

18百万円

支払利息 
相当額 

1百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 24百万円

減価償却費
相当額 

22百万円

支払利息 
相当額 

1百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 42百万円

減価償却費
相当額 

40百万円

支払利息
相当額 

2百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

５．支払利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期の配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

５．支払利息相当額の算定方法 

同      左 

５．支払利息相当額の算定方法 

同      左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

―――――――――――――― 

（減損損失について） 

―――――――――――――― 



(１株当たり情報) 

  

(注)  １株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,250.20円 １株当たり純資産額 1,289.44円 １株当たり純資産額 1,273.35円

１株当たり中間純利益 25.55円 １株当たり中間純利益 29.94円 １株当たり当期純利益 51.80円

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益につきましては、潜在株式が

ないため該当事項はありません。 

同      左 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益につきましては、潜在株式がな

いため該当事項はありません。 

  
項目 

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間損益計算書（損益計算書）上の中

間（当期）純利益 
361百万円 423百万円 733百万円 

普通株式に係る中間（当期）純利益 361百万円 423百万円 733百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数 14,151千株 14,150千株 14,150千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益の主な内訳 

― ― ― 

中間（当期）純利益調整額 ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主な内訳 

― ― ― 

普通株式増加数 ― ― ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

― ― ― 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

―――――――――――― ―――――――――――― ―――――――――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書の訂正報告書 

  事業年度 第43期(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)平成19年３月26日関東財務局長に提出。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第44期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)平成19年３月29日関東財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２１日

株 式 会 社 建 設 技 術 研 究 所 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社建設技術研

究所の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８

年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社建設技術研究所及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 

      



独立監査人の中間監査報告書 
平成１９年９月２０日

株式会社建設技術研究所 
取締役会 御中 
  

  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社建設技術研究所の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期問
（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照
表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監
査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査
手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務
諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作
成基準に準拠して、株式会社建設技術研究所及び連結子会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以  上

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 太 田 周 二  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 原   勝 彦  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 古 杉 裕 亮  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２１日

株 式 会 社 建 設 技 術 研 究 所 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社建設技術研

究所の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８

年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社建設技術研究所の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１

８年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

    
  

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 

      



独立監査人の中間監査報告書 
平成１９年９月２０日

株式会社建設技術研究所 
取締役会 御中 
  

  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社建設技術研究所の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第４５期事業年度の中間会計期間
（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損
益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必
要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する
意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、株式会社建設技術研究所の平成１９年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期
間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認
める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以  上

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 太 田 周 二  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 原   勝 彦  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 古 杉 裕 亮  
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